
案件別事後評価（内部評価）評価結果票:技術協力プロジェクト
評価実施部署：スリランカ事務所（2014 年 1月）

国名

学校運営改善プロジェクト
スリランカ民主社会主義共和国

Ⅰ 案件概要

プロジェクトの背景

スリランカでは、教育の質は、特に理数科系科目において課題であった。全国統一試験の結果は、理
数科系科目の合格率が 40～50％で文化系科目よりも低く、本プロジェクト事前評価時までの数年はさ
らに低下傾向にあった。JICA が実施した「初中等理数科分野教育マスタープラン調査」においては、
理数科系科目の問題は教科だけでなく非効率的な学校運営に起因するものであることが判明した。この
ため、学校運営の向上を目指した「教育改善活動」がパイロット活動としていくつかの学校に導入され
た。本プロジェクトは、このような学校運営の教育改善活動のモデル化をさらに推し進め、スリランカ
にてより広く適用することを目指して実施された。

プロジェクトの目的

1. 上位目標：(1) 対象教育ゾーン（教育の地方行政単位）において教育の質と公平さが改善される。
(2) 学校運営改善活動を実施するための持続的な制度が、対象校から対象校以外の学校へ、対象ゾ
ーンから対象外のゾーンへ広がる。

2. プロジェクト目標：対象ゾーンにおいて学校運営改善活動を実施するための持続的な制度が定着す
る。

3. 想定された課題解決への道筋1：本プロジェクトは教育改善活動を対象教育ゾーンのゾーン教育事
務所（ZEO）及び対象校に導入し、これらのゾーンと学校が年間計画・予算に改善活動を組み込み、
また非対象校でも同様の活動が適用されるようになることを図る。その結果、教育の質の向上及び
学校運営システムの改善を期待する。

実施内容

1. プロジェクトサイト：4州（北部州、東部州、ウバ州、北西部州）における教育ゾーン 5カ所（ジ
ャフナ、トリンコマリー、クルネーガラ、バンダラウェラ、ウェラワヤ）

2. 主な活動：セミナー/研修、教育改善活動のモニタリング・評価、年間計画の策定、QEサークル（QEC）
活動の策定等。なおプロジェクト実施中に成果（アウトプット）が追加され（組織間の連携の確立）、
それに伴い国家教育改善活動委員会（NEIKA）及び州教育改善活動委員会（PEIKA）の設置等の活動
が実施された。

3. 投入実績（上記活動を実施するための投入）

日本側
(1) 専門家派遣 30 人
(2) 研修員受入 6人
(3) 機材供与 コンピュータ、プロジェクタ、

実験設備等
(4) ローカルコスト負担 学校配賦金（ブロッ

ク・グラント）

相手国側
(1) カウンターパート配置 8人
(2) 土地・施設提供 教育省内及び対象 ZEO5 カ所に

おけるのプロジェクト事務所
(3) ローカルコスト負担 学校配賦金、モニタリング

時の旅費、ワークショップ経費等

協力期間 2005 年 10 月～2008 年 12 月 協力金額 396 百万円

相手国実施機関
スリランカ国教育省（MOE）、北部州・東部州・ウバ州・北西部州の各州教育省（PME）、上記各州の州教
育局（PDE）及びゾーン教育事務所

日本側協力機関 株式会社コーエイ総合研究所、株式会社アプライドマネージメント。

関連案件
我が国の協力：初中等理数科分野教育マスタープラン調査（技術協力、2002 年）、本プロジェクトフォ
ローアップ協力（2009 年 1 月～2010 年 3 月）、青年海外協力隊派遣（2007～2013 年）。
他ドナーの協力：教育セクター開発プロジェクト（世界銀行、2006～2010 年）

Ⅱ 評価結果

1 妥当性

本プロジェクトの実施は、事前評価時・プロジェクト完了時ともに「初等教育5カ年計画（2000～2004年及び2005～2009年）」
にて重要性が強調されており、「学校主体の学校運営（SBM）」及び「理数科教育」というスリランカの開発政策とも十分に
合致している。教育省はこれらの政策に基づき「教育セクター開発フレームワーク・プログラム（ESDFP、2006～2010年）」
を実施したが、本プロジェクトは初中等教育の質の向上や教育・教育サービス行政の強化といったESDFPの目標達成のための
事業と位置付けられた。また、本プロジェクトは「教育改善活動の継続・拡大」という開発ニーズ及び日本の援助政策「国別
援助計画(2004年)」とも十分に合致している。したがって、妥当性は高い。

2 有効性・インパクト

本プロジェクトは、プロジェクト目標である対象ゾーンの持続的な学校運営体制の確立を概ね達成した。教育改善活動、す
なわちQEサークル設置、5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）、授業参観、計算能力強化のためのドリル集（ImaCS）、100ま
す計算等が、対象ゾーン教育事務所及び対象校に導入された。その結果、教員のモチベーションや生徒の成績（試験得点の非
対象校との比較において）、保護者の参加といった面でプロジェクト完了時までに向上がみられた。

第一の上位目標については、事後評価時、教育改善活動の実践と上記のような好ましい状況が、ジャフナを除く対象ゾーン
の対象校の多くで継続またはさらに向上していることが確認された（ジャフナでの活動は、当地での紛争により中断された2）。

                                                  
1 事後評価時に整理。
2 次の段落で説明するように、ジャフナでは2009年の紛争終結を受け、改善活動が学校改善プログラム（PSI）の下で計画されている。



ゾーン教育事務所の定期訪問による学校運営や授業にかかる助言も継続している。よって、対象校の教育の質は向上している
と思われるが、それを裏付ける、生徒の試験得点についての情報は入手不可能だった。また、改善活動に用途を特定した予算
が限られていることから、活動の効率や規模の面では事後評価時に一定の停滞がみられた（「4 持続性」参照）。

第二の上位目標に関しては、教育改善活動は、本プロジェクトのフォローアップ協力を得て対象ゾーンの非対象校及び全州
の他のゾーンに拡大した。近年、教育省は学校レベルでの能力・責務向上を目指した国家プログラムとして学校改善プログラ
ム（PSI）を推し進めているが、教育改善活動は、このPSIの下で学校開発計画の一部として統合される予定となっている。PSI
の完全実施に伴い、改善活動は全国の国立校にて実践される見込みである。さらに、生産性推進省（Ministry of Productivity
Promotion)国家生産性事務局（National Productivity Secretariat）は認証を通した学校制度全体を強化する国家プログラ
ムを進めているが、改善の概念はこのプログラムに組み入られれる可能性がある。

このように、本プロジェクトはプロジェクト目標及び一部の上位目標について想定通りの効果発現が確認された。よって、
有効性・インパクトは中程度である。

プロジェクト目標及び上位目標の達成度

目標 指標 実績

（プロジェクト目標）

対象ゾーンにおいて学校運営

改善活動を実施するための持

続的な制度が定着する。

ゾーン教育事務所と対象校が教育改善活動を

年間計画及び長期計画に組み込み、予算を配分

する。

（プロジェクト完了時）未達成。

（事後評価時）ジャフナ以外では組み込まれた。改善活動

の予算は PSIの下で教育省のクオリティ・インプットの一

部として配分されている。

対象ゾーンにて、非対象校に教育改善活動によ

る学校運営を導入する計画が策定される。

（プロジェクト完了時）計画策定された。

（事後評価時）全国の国立校を対象とした PSIに計画が統

合された。

（上位目標）

1) 対象教育ゾーン（教育の地

方行政単位）において教育の

質と公平さが改善される。

5 年生奨学金試験及び全国統一中学卒業試験

（O/L 試験）における、1AB校※とそれ以外の対

象ゾーン対象校の合格率の差が縮小する。

※1AB 校：全国統一高校卒業試験（A/L 試験）の理数

科の教室を含む 13 年生までのクラスをもつ学校。

（事後評価時）情報入手不可。

2) 学校運営改善活動を実施

するための持続的な制度が、

対象校から対象校以外の学校

へ、対象ゾーンから対象外の

ゾーンへ広がる。

継続的に教育改善活動を実施している学校が

増加する。

1) 対象ゾーンにおいて

2) 対象ゾーン以外において

（事後評価時）1) ジャフナ以外の全対象ゾーンで改善活

動を実施する学校数が増加した。トリンコマリー：2009

年及び 2010 年 40校、2011 年 72 校。

2) 2010 年時点で、本プロジェクトのフォローアップ協力

により、9州全てにて追加 17 ゾーンにて導入された。PSI

が改善コンポーネントを取り入れたことで、全国の国立校

（9,905 校3）にて導入される予定。

出所：本プロジェクト最終報告書、フォローアップ協力最終報告書、教育省からの質問票回答。

3 効率性

本プロジェクトは成果の産出に対し、投入要素は概ね適切であり、協力期間は計画通りであった（計画比100％）。中間レ
ビュー時にプロジェクト目標、上位目標を達成するための成果が追加となった。その結果、追加費用が必要となり、協力金額
は計画を若干上回った（計画比107％）。したがって、効率性は中程度である。

4 持続性
政策・制度面については、PSIの下で学校主体の学校運営という方針が継続していることから、本プロジェクトは引き続き

重要な位置付けにある。体制面では、本プロジェクトが国家、州、ゾーンの各レベルに設置した教育改善活動委員会は、主に
予算及び人員の制約により事後評価時までには解散されていた。しかしながら、教育省教育生産性オペレーション・ユニット
（Education Productivity Operations Unit)ゾーン教育委員会によって教育改善活動が日常業務に組み込まれたことで、上
記委員会の役割は部分的にだが移譲・継続されているといえる。学校教育改善活動委員会（SEIKA）は現在も一部の学校（理
数科教育委員会が継続している学校）で存続している。技術面については、ゾーン教育事務所や国家生産性事務局の協力によ
って研修が行われ、改善活動に必要な技術はゾーンレベルで維持されている。財務面については、PSI及び教育省生産性オペ
レーション・ユニットの下でクオリティ・インプット（学校運営改善のために支給される政府の支援基金）から一定の予算が
得られているが、改善活動に特化した予算は事後評価時点で配分されていない。

このように、実施機関の体制面、技術面、財務面の一部に問題が見受けられ、本プロジェクトによって発現した効果の持続
性は中程度である。

5 総合評価

本プロジェクトは、プロジェクト目標として目指した「対象ゾーンの持続的な学校運営体制の確立」について概ね想定通り
の効果発現が認められ、また上位目標である教育の質向上と上記体制の他校・ゾーンへの拡大については部分的に効果発現が
確認された。すなわち、本プロジェクトが導入した教育改善活動は、全国の国立校を対象とする学校改善プログラム（PSI）
の枠組み内に位置づけられたが、プロジェクトの有効性や規模は対象ゾーンの中でもばらつきがあるほか、改善活動のインパ
クトを検証できる情報が十分入手できなかった。効率性については、協力金額が計画を上回った。持続性は、予算と人員の制
約によって実施機関の体制面、技術面、財務面の一部に問題が見られた。

総合的に判断すると、本プロジェクトは一部課題があるといえる。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：

 PSI の枠組における教育改善活動の着実な実施。

 教育改善活動を継続しているグッドプラクティスの対象ゾーン及び他のゾーンへの普及。

                                                  
3 出所：教育省。



JICA への教訓：

本プロジェクトが導入した教育改善活動は、学校開発計画に沿った学校レベルの能力向上を図る教育省の学校改善プログラ

ム（PSI）に統合される見込みである。改善活動は PSI の下で継続しているが、もし本プロジェクトで設置した改善組織がプ

ロジェクト完了後も存続していれば、持続性はより強化されていたと考えられる。このことからは、新たな組織を設置する場

合は本プロジェクトためのみのものとすべきではないといえる。あるいは、そのような組織設置が避けられない場合は、プロ

ジェクト実施中に可能な限り既存の組織体制に組み込んだ組織とすることが望ましい。

教育改善活動について議論する教員 100 ます計算をしている生徒


